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〔関 係 機 関〕 

 

○関係機関連絡先一覧 

 

1 消防機関 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

北十勝消防事務組合消防本部 総務課 音更町木野西通16丁目1 
0155-30-3323 

0155-30-3329 

上士幌消防署 警防第1係 
上士幌町 

字上士幌東3線238番地 

01564-2-2519 

01564-2-2715 

 

2 一部事務組合 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

北十勝２町環境衛生処理組合  
上士幌町 

字上士幌西1線214番地 

01564-2-4055 

01564-2-4146 

 

3 指定地方行政機関 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

北海道開発局帯広開発建設部 防災対策官 帯広市西4条南8丁目 
0155-24-4121 

0155-24-4176 

北海道農政事務所地域第六課  
帯広市西6条南7丁目3 

帯広地方合同庁舎 
0155-24-2401 

0155-24-2420 

十勝西部森林管理署東大雪支署  
上士幌町 

字上士幌東3線231番地 

01564-2-2141 

01564-2-2144 

釧路地方気象台帯広測候所  帯広市東4条南9丁目 
0155-24-4555 

0155-26-3517 

 

4 自衛隊 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

自衛隊帯広地方協力本部 総務課 帯広市西14条南14丁目 
0155-23-2485 

0155-23-2485 

陸上自衛隊鹿追駐屯地 第五戦車大隊 鹿追町笹川北12線10番地 
0156-66-2211 

0156-66-2122 
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5 十勝総合振興局 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

地域政策部 地域政策課 帯広市東3条南3丁目 
0155-26-9023 

0155-22-0185 

帯広建設管理部 事業課 帯広市東3条南3丁目 
0155-27-8728 

0155-21-8171 

保健環境部 保健福祉企画課 帯広市東3条南3丁目 
0155-27-8634 

0155-25-0864 

 

6 北海道警察 

名 称 担当部署 所  在  地 電 話 番 号 

帯広警察署 警備課 帯広市西1条北1丁目 0155-25-0110 

上士幌中央駐在所  
上士幌町 

字上士幌東3線237番地 
01564-2-2151 

糠平駐在所  上士幌町字糠平南区12 01564-4-2220 

 

7 指定公共機関 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

上士幌郵便局  
上士幌町 

字上士幌東3線237-17 

01564-2-2100 

01564-2-4202 

糠平郵便局  上士幌町糠平温泉 
01564-4-2200 

01564-4-2457 

株式会社ＮＴＴ東日本 

－北海道帯広支店 
総括担当 帯広市西4条南5丁目 

0155-23-8920 

0155-28-2145 

日本赤十字社北海道支部 十勝支庁地区 帯広市東3条南3丁目 
0155-27-8516 

0155-27-2188 

電源開発株式会社 上士幌電力所 事務担当 
上士幌町 

字上士幌東2線228-3 

01564-2-4101 

01564-2-4105 

北海道電力株式会社 帯広支店 企画総務グループ 帯広市西5条南7丁目 

0155-24-6037 

0155-22-6529 

(夜間・休日) 

0155-24-5161 

0155-24-5228 
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8 指定地方公共機関 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

北海道放送株式会社 帯広放送局 帯広市西2条南10丁目 
0155-23-9125 

0155-23-3255 

札幌テレビ放送株式会社 帯広放送局 帯広市東4条南13丁目 
0155-23-8600 

0155-22-2261 

社団法人帯広市医師会 事務局 帯広市東3条南11丁目 
0155-24-2802 

0155-25-4464 

社団法人十勝医師会 事務局 帯広市西5条南2丁目11番地 
0155-28-2898 

0155-28-2879 

十勝地区バス協会 事務局 帯広市西23条北1丁目 
0155-37-6500 

0155-37-6585 

十勝地区トラック協会 事務局 帯広市西19条北2丁目 
0155-36-8575 

0155-35-4614 

 

9 関係報道機関 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

北海道テレビ放送株式会社 帯広支社 帯広市西3条南10丁目 
0155-22-0531 

0155-22-0526 

㈱ 十勝毎日新聞社 編集局 帯広市東1条南8丁目 
0155-22-2121 

0155-25-2700 

㈱ 北海道新聞社 帯広支社 帯広市西4条南9丁目 
0155-24-2151 

0155-24-6836 

㈱ 毎日新聞社 報道部帯広 帯広市東3条南12丁目 
0155-23-3958 

0155-24-6661 

㈱ 読売新聞社 帯広通信部 帯広市西5条南17丁目 
0155-23-5235 

0155-22-7891 

㈱ 朝日新聞社 帯広支局 帯広市東7条南11丁目 
0155-23-4763 

0155-23-4767 

 

10 近隣自治体 

名 称 担当部署 所  在  地 
電 話 番 号 
Ｆ Ａ Ｘ 

音更町役場 総務課 音更町元町２番地 
0155-42-2111 

0155-42-2117 

鹿追町役場 総務課 鹿追町東町1丁目15番地1 
0156-66-2311 

0156-66-1020 

士幌町役場 総務課 士幌町字士幌225番地 
01564-5-2211 

01564-5-4304 
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〔条 例 等〕 

○上士幌町国民保護協議会条例 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）

第40条第８項の規定に基づき、上士幌町国民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 協議会の委員は、20人以内とする。 

 （会長の職務の代理） 

第３条 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

 （委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  

平成18年6月22日 

条 例 第 1 5 号 
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○上士幌町国民保護対策本部及び上士幌町緊急対処事態対策本部条例 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号。

以下「法」という。）第31条（法第183条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、上士幌町国民保護

対策本部及び上士幌町緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、上士幌町国民保護対策本部（以下「本部」という。）

の事務を総理する。 

２ 国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を補佐し、本部の事務を整理する。 

３ 国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

４ 本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 

５ 前項の職員は、町の職員のうちから、町長が任命する。 

 （会議） 

第３条 本部長は、本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じ、本部の会議（以下｢会

議｣という。）を召集する。 

２ 本部長は、法第28条第６項の規定により国の職員その他町の職員以外の者を会議に出席させたときは、当

該出席者に対し、意見を求めることができる。 

 （部） 

第４条 本部長は、必要があると認めるときは、本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員その他の職員は、本部長が指名する。 

３ 部にそれぞれ部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 （委任） 

第５条 前各条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

 （準用） 

第６条 第２条から前条までの規定は、上士幌町緊急対処事態対策本部について準用する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

平成18年6月22日 

条 例 第 1 6 号 
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○上士幌町国民保護協議会運営規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、上士幌町国民保護協議会条例（平成18年条例第15号）第５条の規定により、上士幌町国

民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （召集） 

第２条 協議会を召集するときは、協議会の日時、場所及び議題をあらかじめ委員に通知しなければならない。 

２ 会長は、委員総数の２分の１以上の数の委員から請求があるときは、協議会を召集しなければならない。 

（委員の代理） 

第３条 委員がやむを得ない事情により出席できないときは、代理を出席させることができる。 

２ 代理については、委員と同一の機関に属する者で委員が指名する者とし、委員の職務を代理する。 

（会議録） 

第４条 会長は、次の各号に掲げる事項を記録した会議録を作成しなければならない。 

 (1) 会議の日時及び場所 

 (2) 出席者の氏名 

 (3) 会議の経過 

 (4) 議決事項 

 (5) その他参考事項 

（委員異動報告） 

第５条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第40条第４項第１号から第７号に掲げ

る委員に異動があったときは、その後任者は、直ちに、職名、氏名及び異動年月日を会長に報告しなければ

ならない。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、総務課において処理する。 

附 則 

 この規程は、平成１８年９月６日から施行する。 
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○武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方

法の基準 

 

（平成十六年九月十七日） 

（厚生労働省告示第三百四十三号） 

 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令第二百七十五号）第

十条第一項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度

及び方法の基準を次のとおり定め、平成十六年九月十七日から適用する。 

  

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準 

 （救援の程度及び方法） 

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令第二百七十五

号。以下「令」という。）第十条第一項（令第五十二条において準用する場合を含む。）の規定による救援の

程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第

百十二号。以下「法」という。）第七十五条第一項各号及び令第九条各号に掲げる救援の種類ごとに、次条か

ら第十三条までに定めるところによる。 

２ 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣が特別の基準（次項において「特

別基準」という。）を定める。 

３ 救援を実施する都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市においては、その長）は、第一項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、厚生労

働大臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出ることができる。 

 （収容施設の供与） 

第二条 法第七十五条第一項第一号の収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与は、次の各号に掲げる施設ごと

に、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 避難所 

  イ 避難住民（法第五十二条第三項に規定する避難住民をいう。）又は武力攻撃災害（法第二条第四項に規

定する武力攻撃災害をいう。以下同じ。）により現に被害を受け、若しくは受けるおそれのある者（以下

「避難住民等」という。）を収容するものであること。 

  ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な建物を利用すること

が困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営により実施すること。 

  ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用

謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費は、一人一日当たり三百円（冬季（十月

から三月までの期間をいう。以下同じ。）については、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。

ただし、福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での生活において

特別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。）を設置した場合は、当該地域において当該特別

な配慮のために必要な通常の実費を加算することができること。 

  ニ 収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期避難住宅を設置し、

これに収容することができることとし、一戸当たりの規模及び避難住民等の収容のため支出できる費用

は、次に掲げるところによること。 

   (1) 一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のための費用は二百三十八万
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五千円以内とすること。 

   (2) 長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、器物の使用謝金、借

上費又は購入費並びに光熱水費は、一人一日当たり三百円（冬季については、別に定める額を加算し

た額）の範囲内とすること。 

  ホ 長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場合は、居住者の集会

等に利用するための施設を設置できることとし、一施設当たりの規模及びその設置のため支出できる費

用は、別に定めるところによること。 

  ヘ 老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日常の生活上特別な配

慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設置できること。 

  ト 長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、これらに収容するこ

とができること。 

  チ 法第八十九条第三項の規定により準用される建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第八十五条

第一項本文、第三項及び第四項並びに景観法（平成十六年法律第百十号）第七十七条第一項、第三項及

び第四項並びに法第百三十一条の規定により準用される特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図

るための特別措置に関する法律（平成八年法律第八十五号）第二条及び第七条の規定は、長期避難住宅

について適用があるものとする。 

 二 応急仮設住宅 

  イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、武力

攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であって、自らの資力では住家を

得ることができないものを収容するものであること。 

  ロ 一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のための費用は、二百三十八万

五千円以内とすること。 

  ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。 

 （炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給） 

第三条 法第七十五条第一項第二号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給は、次の各号に掲げ

る救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 炊き出しその他による食品の給与 

  イ 避難所（長期避難住宅を含む。以下同じ。）に収容された者、武力攻撃災害により住家に被害を受けて

炊事のできない者及び避難の指示（法第五十四条第二項に規定する避難の指示をいう。以下同じ。）に基

づき又は武力攻撃災害により住家に被害を受け避難する必要のある者に対して行うものであること。 

  ロ 被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。 

  ハ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食及び燃料等の経費と

して一人一日当たり千十円以内とすること。 

 二 飲料水の供給 

  イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができない者に対して行うも

のであること。 

  ロ 飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水に必要な機械又は

器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用とし、当該地域における通常の実費とする

こと。 

 （被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与） 
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第四条 法第七十五条第一項第三号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与（以下「生活必需品の給与

等」という。）は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他生活必需品を喪失又

は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うものであること。 

 二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

  イ 被服、寝具及び身の回り品 

  ロ 日用品 

  ハ 炊事用具及び食器 

  ニ 光熱材料 

 三 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により一世帯当たり次に掲げる額の範

囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季（四月から九月までの期間をいう。以下同じ。）及び

冬季とし、生活必需品の給与等を行う日をもって決定すること。 

季別 一人世帯

の額 

二人世帯

の額 

三人世帯

の額 

四人世帯

の額 

五人世帯

の額 

世帯員数が六人以上一人を増す

ごとに加算する額 

夏季 一万七千

三百円 

二万二千

二百円 

三万二千

七百円 

三万九千

百円 

四万九千

六百円 

七千二百円 

冬季 二万八千

五百円 

三万六千

八百円 

五万千四

百円 

六万三百

円 

七万五千

六百円 

一万三百円 

 四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継続している場合は、

必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 

 （医療の提供及び助産） 

第五条 法第七十五条第一項第四号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 医療の提供 

  イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、応急的に処置するも

のであること。 

  ロ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病院若しくは診療所

又は施術所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和二十二年法律第二百十

七号）又は柔道整復師法（昭和四十五年法律第十九号）に規定するあん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師又は柔道整復師（以下「施術者」という。）がその業務を行う場所をいう。以下同じ。）におい

て医療（施術者が行うことができる範囲の施術を含む。）を行うことができること。 

  ハ 次の範囲内において行うこと。 

   (1) 診療 

   (2) 薬剤又は治療材料の支給 

   (3) 処置、手術その他の治療及び施術 

   (4) 病院又は診療所への収容 

   (5) 看護 

  ニ 医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料、破損した医療器

具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療報酬の額以内とし、施術所

による場合は協定料金の額以内とすること。 

 二 助産 
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  イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行うものであること。 

  ロ 次の範囲内において行うこと。 

   (1) 分べんの介助 

   (2) 分べん前及び分べん後の処置 

   (3) 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

  ハ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし、助産師による

場合は慣行料金の百分の八十以内の額とすること。 

 （被災者の捜索及び救出） 

第六条 法第七十五条第一項第五号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところにより行うこととす

る。 

 一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武力攻撃災害に

より、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状態にある者を捜索し、又は救出する

ものであること。 

 二 被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費又は購

入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

 （埋葬及び火葬） 

第七条 法第七十五条第一項第六号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うものであること。 

 二 原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。 

  イ 棺（附属品を含む。） 

  ロ 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。） 

  ハ 骨つぼ及び骨箱 

 三 埋葬のため支出できる費用は、一体当たり大人十九万三千円以内、小人十五万四千四百円以内とするこ

と。 

 （電話その他の通信設備の提供） 

第八条 法第七十五条第一項第七号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めるところにより行うこ

ととする。 

 一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行うものであること。 

 二 電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第二条第一号に規定す

る避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させることにより行うものであること。 

 三 電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝金、借上費又は購入

費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における通常の実費とすること。 

 （武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理） 

第九条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第一号の武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理は、

次の各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、武力攻

撃災害により住家が半壊又は半焼し、自らの資力では応急修理をすることができない者に対して行うもの

であること。 

 二 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、その修理の

ために支出できる費用は、一世帯当たり五十一万円以内とすること。 
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 （学用品の給与） 

第十条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第二号の学用品の給与は、次の各号に定めるとこ

ろにより行うこととする。 

 一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学上支障のある小学校

児童（盲学校、聾学校及び養護学校（以下「特殊教育諸学校」という。）の小学部児童を含む。以下同じ。）、

中学校生徒（中等教育学校の前期課程及び特殊教育諸学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高等学校

等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及

び通信制の課程を含む。）、特殊教育諸学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。

以下同じ。）に対して行うものであること。 

 二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

  イ 教科書 

  ロ 文房具 

  ハ 通学用品 

 三 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。 

  イ 教科書代 

   (1) 小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に関する臨時措置法（昭和二十三年法律第百三十二号）

第二条第一項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその承認を受け

て使用している教材を給与するための実費 

   (2) 高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

  ロ 文房具費及び通学用品費 

   (1) 小学校児童 一人当たり 四千百円 

   (2) 中学校生徒 一人当たり 四千四百円 

   (3) 高等学校等生徒 一人当たり 四千八百円 

 四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継続している場合は、

必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 

 （死体の捜索及び処理） 

第十一条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第三号の死体の捜索及び処理は、次の各号に掲

げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 死体の捜索 

  イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武力攻撃災害

により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情によりすでに死亡していると推定される者に対し

て行うものであること。 

  ロ 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又は購入費、修

繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

 二 死体の処理 

  イ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行うものであること。 

  ロ 次の範囲内において行うこと。 

   (1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

   (2) 死体の一時保存 

   (3) 検案 
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  ハ 検案は、原則として救護班において行うこと。 

  ニ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

   (1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、一体当たり三千三百円以内とすること。 

   (2) 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利用する場合は当該施設

の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用できない場合は一体当たり五千円以内とするこ

と。この場合において、死体の一時保存にドライアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該

地域における通常の実費を加算することができること。 

   (3) 救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内とすること。 

 （武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしてい

るものの除去） 

第十二条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第四号の武力攻撃災害によって住居又はその周

辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの（以下「障害物」という。）の除去

は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

 一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、居室、

炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運びこまれているため一時的に居住できない

状態にあり、かつ、自らの資力では、当該障害物を除去することができない者に対して行うものであるこ

と。 

 二 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具等の借上

費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、一世帯当たり十三万七千円以内とすること。 

 （救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費） 

第十三条 法第七十五条第一項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援のための輸送費及び

賃金職員等雇上費を支給することができる。 

 一 救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場合とすること。 

  イ 飲料水の供給 

  ロ 医療の提供及び助産 

  ハ 被災者の捜索及び救出 

  ニ 死体の捜索及び処理 

  ホ 救済用物資の整理配分 

 二 救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とすること。 
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○武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答

の手続その他の必要な事項を定める省令 

 

（平成十七年三月二十八日） 

（総務省令第四十四号） 

 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令第二百七十五号）第

二十五条第二項及び第二十六条第四項（これらの規定を同令第五十二条において準用する場合を含む。）の規定

に基づき、武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な

事項を定める省令を次のように定める。 

 

 （安否情報の収集方法） 

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号。以下「法」

という。）第九十四条第一項及び第二項（法第百八十三条において準用する場合を含む。）の規定による安否

情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害により負傷した住民については様式第一号を、武力攻撃災害によ

り死亡した住民については様式第二号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公共団

体の長が適当と認める方法によることができる。  

 （安否情報の報告方法） 

第二条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令第二百七十五

号。以下「令」という。）第二十五条第二項（令第五十二条において準用する場合を含む。）の総務省令で定

める方法は、法）第九十四条第一項及び第二項（法第百八十三条において準用する場合を含む。）に規定する

安否情報を様式第三号により記載した書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が急迫している場合その

他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることができる。  

 （安否情報の照会方法） 

第三条 法第九十五条第一項（法第百八十三条において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定によ

る安否情報の照会は、令第二十六条第一項（令第五十二条において準用する場合を含む。）に規定する事項を

様式第四号により記載した書面を総務大臣又は地方公共団体の長に提出することにより行うものとする。た

だし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の地に

居住している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることがで

きる。  

２ 法第九十五条第一項（法第百八十三条において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定により安

否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏名及び住所又は居所と同一の氏名及

び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭

和四十二年法律第八十一号）第三十条の四十四第一項に規定する住民基本台帳カードその他法律又はこれに

基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が本人であることを確認するに

足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由により、当該書類を提示し、

若しくは提出することができない場合又は前項ただし書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する者が

本人であることを確認するために総務大臣又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。  

３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する者が本人であること

を確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長に対し、必要な資料の提出を求めるこ
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とができる。  

 （安否情報の回答方法）  

第四条 法第九十五条第一項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避難住民に該当する

か否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別その他必要な事項を様式第五

号により記載した書面を交付することにより行うものとする。ただし、事態が急迫している場合その他この

方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることができる。  

   附 則 抄  

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成十七年四月一日から施行する。  

   附 則 （平成一八年三月三一日総務省令第五〇号） 抄  

 （施行期日） 

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、本則に一条を加える改正規定及び附則第二

条の別表の改正規定のうち第五条に係る部分については、平成十九年四月一日から施行する。 
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〔様   式〕 

○安否情報関係様式 

様式第１号（第１条関係） 

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民） 

記入日時（  年  月  日  時  分）  

① 氏名  

② フリガナ  

③ 出生の年月日 年    月    日 

④ 男女の別 男         女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国籍 日本   その他（      ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 負傷（疾病）の該当 負傷      非該当 

⑨ 負傷又は疾病の状況  

⑩ 現在の居所  

⑪ 連絡先その他必要情報  

⑫ 親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を回答する予

定ですが、回答を希望しない場合は、○で囲んで下さい。 
回答を希望しない 

⑬ 知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する予定ですが、

回答を希望しない場合は○で囲んで下さい。 
回答を希望しない 

⑭ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対す

る回答又は公表することについて、同意するかどうか○で

囲んで下さい。 

同意する  

同意しない 

※ 備考  

 （注１） 本収集は、国民保護法第94条第１項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に

十分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第95条第１項の規定に基づく安否情報の照会

に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者

の確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコン

の入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

 （注２） 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人

とは、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

 （注３） 「③出生年月日」欄は元号表記により記入すること。 

 （注４） 回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 
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様式第２号（第１条関係） 

安否情報収集様式（死亡住民） 

記入日時（   年  月  日  時  分）  

① 氏名  

② フリガナ  

③ 出生の年月日 年    月    日 

④ 男女の別 男         女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国籍 日本   その他（    ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 死亡の日時、場所及び状況  

⑨ 遺体が安置されている場所  

⑩ 連絡先その他必要情報  

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会

に対する回答することへの同意 

同意する  

同意しない 

※ 備考 

 （注１） 本収集は、国民保護法第94条第１項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人につい

ては、個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回

答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法95条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対する

回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認事務

のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回答

等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

 （注２） 親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人と

は、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

 （注３） 「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

 （注４） 回答情報の限定を希望する場合は備考欄に御記入願います。 

⑪の同意回答者名  連 絡 先  

同意回答者住所  続 柄  

 （注５） ⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。



 

様式第３号（第２条関係） 

安 否 情 報 報 告 書 

報告日時：      年  月  日  時  分 

 

                                                                                 市町村名：        担当者名：       

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

   ３ 「⑥国籍」欄は日本国籍を有しない者に限り記入すること。 

   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「⑩現在の居所」欄に「遺体の安置されている場所」を記入すること。 

   ５ ⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について「有」又は「無」と記入願います。この場合において、当該希望又は同意について特段の条件がある場合は、当該条件を「備考」欄に記入すること。

①氏 名 ②フリガナ 
③出生の
年月日 

④男女
の別 

⑤住 所 ⑥国籍 
⑦その他個人を識別す
るための情報 

⑧負傷（疾病） の
該当 

⑨負傷又は
疾病の状況 

⑩現在の居所 
⑪連絡先 

その他必要情報 
⑫親族・同居者へ
の回答の希望 

⑬知人への回答の
希望 

⑭親族・同居者・知人以外の者へ
の回答又は公表の同意 

備 考 
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様式第４号（第３条関係） 

安 否 情 報 照 会 書 

年  月  日  

  総務大臣 

（都道府県知事） 殿 

 （市町村長） 

申 請 者                        

住所（居所）                    

氏  名                      

 下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第95条第１項の規定に基づき、安否

情報を照会します。 

照会をする理由 

 （○を付けて下さい。③の場合、理由を

記入願います。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 

② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。 

③ その他 

（                      ） 

備 考  

被

照

会

者

を

特

定

す

る

た

め

に

必

要

な

事

項 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 

(日本国籍を有しない者に限る。) 
  日本      その他（           ） 

その他個人を識別するための情報 

 

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備 考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 

   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記入願います。 

   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 

   ４ ※印の欄には記入しないで下さい。 
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様式第５号（第４条関係） 

安 否 情 報 回 答 書 

年  月  日  

           殿 

                               総務大臣     

                               （都道府県知事）   

                               （市町村長）    

    年  月  日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答します。 

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住

民に該当するか否かの別 

 

被

 

 

照

 

 

会

 

 

者 

氏      名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住      所  

国      籍 

(日本国籍を有しない者に限る。) 
  日本      その他（           ） 

その他個人を識別 

す る た め の 情 報 

 

現 在 の 居 所  

負傷又は疾病の状況  

連絡先その他必要情報  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃災害に

より死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非該当」と記

入すること。 

   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した

上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安置されている場所」

を記入すること。 

   ５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 
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○被災情報の報告様式 

年 月 日に発生した○○○による被害（第 報） 

年 月 日 時 分 

上士幌町 

 

１ 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域） 

 (1) 発生日時     年  月  日 

 (2) 発生場所  上士幌町 

 

２ 発生した武力攻撃災害の状況の概要 

 

３ 人的・物的被害状況 

 

市町村名 

人 的 被 害 住 家 被 害 

その他 

 

死者 

行方 

不明者 

負 傷 者 
全壊 半壊 

重傷 軽傷 

(人) (人) (人) (人) (棟) (棟)  

        

        

        

 

※ 可能な場合、死者について、死亡地の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及び死亡時の概況を一人ずつ記入してくださ

い。 

 市町村名 年月日 性別 年齢 概     況  
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〔特殊標章及び身分証明書に関する要綱〕 

○上士幌町の武力攻撃事態等における特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112

号。以下「国民保護法」という。）及び赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドラ

イン（平成17年８月２日閣副安危第321号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官(事

態法制企画担当)通知。以下「ガイドライン」という。）に基づき、上士幌町の武力攻撃事態等における

特殊標章等（国民保護法第158条第１項の特殊標章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付に関する

基準、手続等に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（特殊標章の区分） 

第２条 特殊標章は、別表で定めるところにより、腕章、帽章、旗及び車両章とする。 

 （身分証明書の様式） 

第３条 身分証明書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

 （交付の対象者） 

第４条 町長は、武力攻撃事態等において、国民保護法第16条の規定に基づき、町長が実施する国民の保

護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に係る職務等を行う者として、次に掲げる者に対し、

特殊標章等の交付をする。 

(1)  町の職員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

(2)  町長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

(3)  町長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

 （交付の手続） 

第５条 町長は、前条第１号に掲げる者に対し、特殊標章等の交付をした者に関する台帳（様式第２号）

に登録し、特殊標章等を交付する。 

２ 町長は、前条第２号及び第３号に掲げる者に対し、原則として当該対象者からの特殊標章等に係る交

付申請書（様式第３号）による申請に基づき、その内容を適正と認めるときは、前項に規定する特殊標

章等の交付をした者に関する台帳に登録し、特殊標章等を作成して交付する。 

 （腕章及び帽章の交付） 

第６条 町長は、第４条第１号に掲げる者のうち、武力攻撃事態等において行うこととされる国民保護措

置に係る職務の内容等を勘案し、町長が必要と認める者に対し、平時において、第２条に規定する腕章

及び帽章（以下「腕章等」という。）を交付する。 

２ 町長は、第４条第１号に掲げる者（前項の規定により腕章等の交付を受けた者を除く。）並びに同条第

２号及び第３号に掲げる者に対し、武力攻撃事態等において、腕章等を交付する。 

 （旗及び車両章の交付） 

第７条 町長は、前条の規定に基づき、腕章等を交付する場合において、必要に応じ、国民保護措置に係

る職務、業務又は協力のために使用される場所若しくは車両、船舶、航空機等（以下「場所等」という。）

を識別させるため、場所等ごとに第２条に規定する旗又は車両章（以下「旗等」という。）をあわせて交

付する。 
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（訓練における使用） 

第８条 町長は、平時において、国民保護措置についての訓練を実施する場合に、第４条各号に掲げる者

に対し、腕章等を貸与することができる。 

２ 町長は、前項の規定に基づき、腕章等を貸与する場合において、必要に応じ、場所等ごとに旗等をあ

わせて貸与することができる。 

（特殊標章の特例交付等） 

第９条 町長は、人命救助等のために特に緊急を要し、当該対象者からの申請を待ついとまがないと認め

るときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができる。 

２ 前項の場合において、町長が必要と認めるときは、特殊標章を交付した者に対し、当該特殊標章の返

納を求めるものとする。 

 （特殊標章の再交付） 

第１０条 町長から特殊標章の交付を受けた者は、特殊標章を紛失した場合、特殊標章が汚損若しくは破

損により使用に堪えない場合は、特殊標章再交付申請書（様式第４号）により、速やかに町長に申請し、

特殊標章の再交付を受けるものとする。 

２ 前項の規定により、特殊標章の再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、既に交付を受けた特

殊標章を町長に返納しなければならない。 

３ 特殊標章を紛失し、第１項の規定による再交付を受けた者は、当該紛失した特殊標章を発見したとき

は、遅滞なく町長に返納しなければならない。 

 （身分証明書の交付） 

第１１条 町長は、第６条第１項の規定により、腕章等を交付した者に対し、第３条に規定する身分証明

書（以下「身分証明書」という。）を交付する。 

２ 町長は、第６条第２項の規定により、腕章等を交付した者に対し、身分証明書を交付する。 

 （身分証明書の携帯） 

第１２条 町長から身分証明書の交付を受けた者は、特殊標章を使用する必要があるときは、身分証明書

を携帯する。 

 （身分証明書の再交付） 

第１３条 町長から身分証明書の交付を受けた者は、身分証明書を紛失した場合、身分証明書が汚損若し

くは破損により使用に堪えない場合又は身分証明書の記載事項に変更があった場合は、身分証明書再交

付申請書（様式第５号）により速やかに町長に申請し、身分証明書の再交付を受けるものとする。 

２ 前項の規定により、身分証明書の再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、既に交付を受けた

身分証明書を町長に返納しなければならない。 

３ 身分証明書を紛失し、第１項の規定による再交付を受けた者は、当該紛失した身分証明書を発見した

ときは、遅滞なく町長に返納しなければならない。 

 （身分証明書の有効期間及び更新） 

第１４条 第 11 条第１項の規定により、町長が交付する身分証明書の有効期間は、交付された者が当該身

分を失ったときまでとする。 

２ 第 11 条第２項の規定により、町長が武力攻撃事態等において交付する身分証明書の有効期間は、武力

攻撃事態等の状況及び国民保護措置の内容に鑑み、町長が必要と認める期間とする。 

３ 身分証明書の更新手続は、第５条の規定に準じて行うものとする。 

 （保管） 
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第１５条 町長は、申請書及び特殊標章等に番号を付し、厳重に保管するものとする。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場合及び訓練

又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を厳重に保管するものとする。 

 （返納） 

第１６条 町長から特殊標章等の交付を受けた者は、当該身分を失ったときその他の事由があったときは、

特殊標章等を返納しなければならない。 

 （濫用の禁止） 

第１７条 特殊標章等の交付を受けた者は、特殊標章等を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場合及び訓練

又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を使用してはならない。 

３ 特殊標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら国民保護措置に係る

職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。 

 （周知） 

第１８条 町長は、特殊標章等を交付する者に対し、当該交付する際その他必要な機会を捉え、特殊標章

等の意義、その使用及び管理等について説明を行い、あらかじめ周知を図るものとする。 

 （様式等） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、特殊標章等の様式等については、ガイドラインに定めるところ

による。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 19 年 4 月 26 日から施行する。 
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別表(第２条関係) 

 

区  分 
表     示 

制     式 
位   置 形   状 

腕  章 左腕に表示 

 

①オレンジ色地に青色の正三角形とす

る。 

②三角形の一の角が垂直に上を向いてい

る。 

③三角形のいずれの角もオレンジ色地の

縁に接していない。 

④一連の登録番号を表面右下すみに付す

る。 

帽  章 
帽子(ヘルメットを含む。) の前

部中央に表示 

旗 

施設の平面に展張、掲揚又は

表示 

船舶に掲揚又は表示 

車 両 章 

車両の両側面及び後面に表

示 

航空機の両側面に表示 

 

 



 

様式第１号(第３条関係) 

 

 

 

表面   裏面 
 

 

上 士 幌 町 長 長 

 

身 分 証 明 書 

IDENTITY CARD 

 

 

 

  
身長/Height    眼の色/Eyes    頭髪の色/Hair   

その他の特徴又は情報/Other distinguishing marks or information： 

血液型/Blood type                      

                               

                               

   

国民保護措置に係る職務等を行う者用 

for civil defence personnel 

 

 氏名/Name                          

 生年月日/Date of birth                    

 

 この証明書の所持者は、次の資格において、1949年8月12日のジュ 

ネーヴ諸条約及び1949年8月12日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力 

紛争の犠牲者の保護に関する追加議定書(議定書Ⅰ)によって保護され  

る。 

The holder of this card is protected by the Geneva Conventions

of 12 August 1949 and by the Protocol Additional to the Geneva 

Conventions of 12 August 1949, and relating to the Protection  

of Victims of International Armed Conflicts(Protocol Ⅰ)in h 

is capacity as                    

                               

                               

交付等の年月日/Date of issue                              

証明書番号/No. of card                                     

許可権者の署名/Signature of issuing authority   

 

有効期間の満了日/Date of expiry                         

 

所持者の写真 

 

/PHOTO OF HOLDER 

印章/Stamp 所持者の署名/Signature of holder 

 

(日本工業規格Ａ７ (横７４ミリメートル、縦１０５ミリメートル)) 
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様式第２号(第５条関係) 

特殊標章等の交付をした者に関する台帳 

証 明 書

番 号  
氏名(漢字) 氏名(ローマ字) 生年月日 資  格 

交付等の

年 月 日 

有効期間

の満了日 
身 長 眼の色 頭髪の色 血液型 その他の特徴等 標章の使用 返納日 備   考 
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様式第３号(第５条関係) 
 

特殊標章等に係る交付申請書 

 

年  月  日  

 上士幌町長 様 

 

 私は、国民保護法第１５８条の規定に基づき、特殊標章等の交付を以下のとおり申請します。 

氏名：(漢    字)                               

 
   (ローマ字)                       

生年月日(西暦) 

 

       年   月   日     

  

申請者の連絡先 

 住 所：〒                                 

 

                                                                       

 

 電話番号：                                  

 

 E―mail ：                                  

写 真 

縦４×横３cm 

(身分証明書の交付

又は使用許可の場合

のみ) 

  

  

識別のための情報(身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載) 

 身 長：      cm    眼の色：     

 

 頭髪の色：           血液型：    (Rh因子      ) 

 
標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する標章の数等 

(標章又は特殊信号の交付又は使用許可の場合のみ記載) 
 
                                                           
 
                                                           

 
(許可権者使用欄) 

 資 格：                                                

 

 証明書番号：              交付等の年月日：                        

 

 有効期間の満了日：                                           

 

 返納日：                                                
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様式第４号(第１０条関係) 

 

特殊標章再交付申請書 

 

                                   年  月  日  

 上士幌町長 様 

 

申 請 者                        

住 所                       

 

電話番号                                  

 

氏  名                    ㊞   

 

1 紛失(破損等)した特殊標章の種別及び登録番号 

 

 

2 紛失(破損等)年月日 

 

 

3 紛失の状況(破損等の理由) 

 

 

4 その他必要な事項 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

    

 

備考 1 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   2 ※印の欄は、記入しないこと。 
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様式第５号(第１３条関係) 

 

身分証明書再交付申請書 

 

                                   年  月  日  

 上士幌町長 様 

 

申 請 者                        

住 所                       

 

電話番号                                  

 

氏 名                    ㊞  

 

1 旧身分証明書番号 

 

 

2 理 由（該当項目に○を付けること。） 

 

   ・紛 失     ・汚 損 

   ・破 損     ・記載事項の変更 

 

 

 

 

 

3 その他必要な事項 

 

 

 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

    

 

備考 1 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   2 「理由」欄は、該当項目に○を付け、紛失の場合には紛失の日時、場所及び紛失の状況を、記載

事項の変更の場合にはその内容を、括弧内に記入すること。 

   3 ※印の欄は、記入しないこと。 

 


